
「交通事故は最も重大な公衆衛生上の国家的問題の

一つ、いやおそらく最大の問題です」

　　　　　　　　　　　――ジョン・Ｆ・ケネディ

　１．序文

　２００１年９月１１日、ニューヨーク・世界貿易センタ

ーのツインタワーが破壊され、３，０００を超える人命

が失われるという歴史的大惨事となった。しかし、

毎日ほぼ同じ数の人命が路上の事故で失われている

ことはあまり知られていない１）。この数字の他に

も３０，０００人以上の負傷者あるいは傷害を負う人々が

日々発生している。年間で見ると毎年交通事故で

１００万人以上の人々が死亡、２，０００万から５，０００万人

の人々が負傷あるいは傷害を負っていることにな

る２）。道路交通による負傷が世界規模で重大な公

衆衛生上の問題であることは明白である。実際、Ｗ

ＨＯの予測にもあるとおり、ＤＡＬＹ（Ｄｉｓａｂｉｌｉｔｙ‐

Ａｄｊｕｓｔｅｄ Ｌｉｆｅ Ｙｅａｒ：障害調整生存率）で計測した

１０大疾病要因のうち、交通事故はTable 1に示され

るように、順位が１９９９年の第９位から、２０２０年まで

に第３位に上がるものと見られている３）。

　中低所得国の交通事故問題が深刻化する一方、高

所得国では逆の傾向をたどっている。Fig.1から明

らかなように、時系列に沿った死亡率の推移は高所

得国と低所得国では明確な違いを見せている４） 。高

所得国の死亡率は低下し続けているのに対し、中低

所得国では増加の傾向にある。増加の幅は地域ごと

に変動があるが、残念ながら最も増加率の高いのが

アジアである。

　たとえばタイでは他の原因に比べ交通事故の犠牲

者による生存可能年数の損失の割合が多い５） 。毎年、
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タイの交通事故

特集　● アジアのオートバイ／解説

タイの交通事故

ヨッポン・タナボリブーン＊　　タネート・サティエンナム＊＊

　本論文はタイの交通事故について概観したものである。過去から現在にわたるタイの交

通事故問題の変遷を概観すると同時に、最も事故を招きやすい交通形態であるオートバイ

事故に焦点をあて、オートバイ事故に関連する問題および事故を招く原因についての詳細

な考察を行った。さらに、現在の憂慮すべきオートバイ事故の増加傾向に歯止めをかける

ためのいくつかの対策を推奨する。
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年間約１２，０００人、１時間当たりほぼ２人のタイ人が

道路上の事故で亡くなっている。言いかえれば毎日、

仕事、学校、買い物、寺院・教会・モスク、パーテ

ィなどに出かけるタイの人々のうち、約５０人が交通

事故のために帰らぬ人となるのである。２００１年６月

１４日にバンコクで開催された交通安全監査会議の開

会式の席上、タイ国の前運輸大臣Ｗａｎ Ｍｕｈａｍａｄ 

Ｎｏｒ Ｍａｔｈａ氏は自身のスピーチでいみじくも次のよ

うに述べている。

「わが国がこれまで経験したすべての戦争で亡くな

ったタイ人の数は交通事故で亡くなった人々の数よ

りもはるかに少ないのであり、私たちはこの深刻な

事態をこのまま放置しておくことはできません」

　さらに交通事故は、タイ市民の生命を脅かし障害

をもたらすだけでなく、国家経済にも重大な損失を

与えている。タイの交通事故による経済的損失は年

間１，０００億バーツ（約２５億米ドルまたは約３，０００億円）

以上に上ると推定され、この損失額はタイのＧＮＰ

の約３．４％、１時間当たり１，２００万バーツに相当する。

　タイで交通事故がこのまま発生し続けるなら――

さらに多数の人命が失われ、加えてそれを上回る負

傷者と障害者が発生することになり、タイ経済に重

大な影響をもたらす問題と損失が積み重ねられたま

ま持続することになる。今こそ次のような真剣な問

いを発するべきときではないだろうか。いつまでこ

のような慢性化してはいるが予測可能でしかも防止

しうる問題を黙認しなくてはならないのか、またい

つになればこのような問題を改善することができる

のか。

　本論文ではタイ国の交通事故の現況を浮き彫りに

することを意図し、同国内の道路安全問題の過去か

ら現在にいたる進展について詳述するとともに、こ

うした問題に対処するための若干の方策を提案する

ものである。

　２．タイ国における交通事故の傾向

　タイの交通事故のパターンはこの２０年間にわたり

かなりの変化を示している。Fig.2およびTable 2に

示されるように、交通事故の年間総件数は１９８４年の

１８，４４５件から急激な増加傾向をたどり、１９９４年のピ

ーク時の１０２，６１０件にまで達したが、この間の増加

率は実に４５６％に上る。その後事故件数は漸次減少

に転じ、１９９９年には約６７，８００件にまで低下したが

２００１年以降は再び増加に転じた。タイにおけるこう

した事故件数増減の揺らぎは以下のような時系列に

沿った動きとして説明するのが最も適当であると考

えられる。

　２－１　景気後退の時期（１９８４～１９８６）

　この景気後退の時期、交通事故発生件数は落ち着

いており、実際最近の統計値と比較すると最低レベ

ルにあった。事故発生件数は年間全国平均で約

１９，０００件で、１００，０００人当たりの死亡者数は約５人、

負傷者数は１７人であった。

　２－２　景気回復の時期（１９８７～１９９２）

　この時期にはそれ以前の時期と比較するとほぼ３

倍に相当する件数の事故が報告された。単に事故件

数が増加しただけでなく、死傷者の発生する割合も

上昇し、１００，０００人当たりの死亡者数は約１５人、負

傷者数は４１人となって交通事故の状況が深刻化した。

　２－３　バブル経済の時期（１９９３～１９９６）　

　この時期、タイの交通安全事情は最悪の状態とな

った。その主たる要因は全国的に登録車両台数が飛

躍的に増加したためであり、ことにバンコクでは１

日当たり約１，０００台の新車が登録される状況にあっ

た。新しい乗用車、小型トラック、それにオートバ

国際交通安全学会誌　Ｖｏｌ．２９，Ｎｏ．３ 平成１６年１２月（　）４４
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Table 1　疾病負荷（ＤＡＬＹ損失）の１０大要因

２０２０年　疾病または負傷１９９８年　疾病または負傷

１．虚血性心疾患１．下気道感染

２．うつ病２．ＨＩＶ／ＡＩＤＳ

３．交通事故３．周産期の体調

４．脳血管障害４．下痢性疾患

５．慢性閉塞性肺疾患５．うつ病

６．下気道感染６．虚血性心疾患

７．結核７．脳血管障害

８．戦争８．マラリア

９．下痢性疾患９．交通事故

１０．ＨＩＶ／ＡＩＤＳ１０．慢性閉塞性肺疾患

出典）Ｅｖｉｄｅｎｃｅ， Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ ａｎｄ Ｐｏｌｉｃｙ（２００１年、ＷＨＯ）。
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Fig. 1　交通事故を原因とする死亡者数の増減４）



イが街にあふれかえると同時

に、交通事故はそれ以前の時

期に比べ２倍から３倍にも急

増し、この期間の年間平均事

故件数は１００，０００件に迫る結

果となった。加えて、景気回

復期に比べ交通事故による死

亡率は約２倍に上昇し、

１００，０００人当たりの死亡者数

は約２５人、負傷者数は８０人前

後となった。

　２－４　経済危機の時期

　　　　　（１９９７～２０００）

　１９９７年からタイを見舞った

いわゆる「トム・ヤム・クン

病」はタイ国およびその近隣

諸国の経済に深刻な影響を及

ぼした。その一方で経済危機

はタイにおける交通事故の状

況に好転の兆しをもたらした。

年間平均事故件数は約７０，０００

件へと顕著な減少を示し、こ

の期間全体を通じて死亡率は

下降する傾向にあった。

　しかしながら交通事故による負傷率はこれとは裏

腹に増加傾向を見せ、１９９９年には１００，０００人当たり

の負傷者数は８５．５人という異例の高い割合となった。

このことは交通安全が依然としてタイ国の重大な健

康問題の一つであることを示している。

　２－５　景気再回復の時期（２００１年以降）

　２００１年からタクシン首相が新たに政権の座に着き、

Ｄｅｃ.，２００４ＩＡＴＳＳ　Ｒｅｖｉｅｗ　Ｖｏｌ．２９，Ｎｏ．３ （　）４５
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Fig. 2　タイ国における交通事故件数の推移（１９８３‐２００２）
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Table 2　タイ国の事故統計（１９８３‐２００２）

１００，０００人当たりの死傷者発生率内訳
年度

負傷者発生率（％）死亡者発生率（％）負傷者数（人）死亡者数（人）事故件数（件）

１９８３‐１９８６景気後退
１８．２６．１９，０２６３，００５１７，８６４１９８３
１７．３５．７８，８１２２，９０８１８，４４５１９８４
１７．２５．４８，２８９２，７００１８，４２０１９８５
１７．５３．９８，７０６１，９０８２３，９５９１９８６

１９８７‐１９９２景気回復
２４．０７．４８，５８９２，１０４２４，１３２１９８７
４０．７１５．７１３，５０４２，０１５３５，２８９１９８８
４１．３１６．０１３，０８１５，３６８３８，０９７１９８９
４１．１１４．２１８，２５２５，７６５４０，４８１１９９０
４３．９１５．１２４，９９５８，６０８４９，６２５１９９１
３５．８１４．２２０，７０２８，１８４６１，３２９１９９２

１９９３‐１９９６バブル経済
４３．４１６．３２５，３３０９，４９６８４，８９２１９９３
７３．７２５．７４３，５４１１５，１７６１０２，６１０１９９４
８５．６２８．２５０，７１８１６，７２７９４，３６２１９９５
８３．２２４．０５０，０４４１４，４０５８８，５５６１９９６

１９９７‐２０００経済危機
８０．１２２．８４８，７１１１３，８３６８２，３３６１９９７
８５．５１９．９５２，５３８１２，２３４７３，７２５１９９８
７７．５１９．５４７，７７０１２，０４０６７，８００１９９９
８５．８１９．４５３，１１１１１，９８８７３，７３７２０００

２００１‐２００２景気再回復
８６．６１８．７５３，９６０１１，６５２７７，６１６２００１
１１０．４２０．９６９，３１３１３，１１６９１，６２３２００２

資料提供）タイ王室警察、地方行政部。



いくつかの景気刺激策が実施された。国家経済は好

転の兆候が見られたが、不幸なことに交通事故件数

も、Fig.2に明確に表れているように再び上昇に転

じている。

　国の経済が交通事故に及ぼす影響をさらに詳しく

示すため、燃料消費量と死亡率の関係を示す過去１０

年間（１９９３～２００２）の統計をFig.3に表した。燃料消

費のペースと人口１００，０００人当たりの交通事故死亡

者数はともにバブル経済の時期はかなり高まってい

る一方、経済危機の時期には低減している。しかし

先に述べたように、景気再回復の時期に入り燃料消

費ペースが高まるのにしたがい、交通事故による死

亡率も高まっている。この深刻な健康問題に対処す

る徹底した効果的な何らかの策がただちに実施され

るのでなければ、不幸なことにこの傾向は引き続き

急上昇の道をたどる可能性が非常に高い。

　３．タイの現行の交通安全対策

　タイの交通事故が祝祭日の季節に最も顕著に発生

していることは残念な事実である。なかでも最もに

ぎわうタイの正月（毎年４月１２～１５日の間に迎えら

れるソンクラン祭りとして知られる）と、年末年始

の祝賀の期間に、国中で平素に比べ極端に事故によ

る死者が増加し、加えて数千人規模の負傷者が出る。

記録によると、一昨年から昨年にかけての年末年始

（２００２年１２月２７日～２００３年１月２日）のわずか１週間

ほどの間に全体で６０６人が事故死し、加えて３５，２８６

人の負傷者が出ている。この時期をそれに先立つ年

度の同じ時期と比較してみるとTable 3からわかる

ように事故発生状況は悪化している。２０００／２００１年

の年末年始に４５４人であった死亡者数が２００２／２００３

年には６０６人に達し、年を追うごとに増加している

ことが明らかである。また交通事故による負傷者数

も２０００／２００１年のシーズンには２３，７８６人だったのが、

２００１／２００２年には３４ ， ３０３人、２００２／２００３年には３５ ， ２８６

人と増加の一途をたどっている。交通事故がこのま

まの傾向を続けるなら、年末年始のシーズンはもは

やめでたいと言って浮かれてはいられなくなる。

　現政権がその政策課題として交通安全を特に重視

するようになり、交通事故の問題に本格的な対応を

見せるようになったことは幸いである。この問題に

直接責任をもって取り組む、新たな委員会が最近設

置された。タイにおける他の多くの委員会と同様、

この委員会は当初特別委員会としての役割を期待さ

れ、２００３年のソンクラン祭りの期間中に予想される

交通事故問題に歯止めをかけることを主な目的とし

て設置されたものだった。不幸なことに２００３年の６

日間にわたるソンクラン祭りでも交通事故により

５５９人もの人命が失われ、加えて３７，７１８人が負傷し

入院、あるいは障害の残る事態となった。年末年始

の傾向と同様、ソンクラン祭りにおける交通事故の

死傷者数も（Table 4からうかがわれるように）増加

傾向にあり、タイ国民の中には果たしてこの長くも

事故の多発する一連の祭日を祝ってよいものかどう

かと、いぶかる人々も多かった。その間に、問題が

解決に向かわないことから前述の委員会の設置期間

が延長され、ついに政府は同委員会の存続を維持す

るだけでなく参加メンバーを拡大することを決定し

た。国家道路安全センターと呼称される同委員会は、

最終的に各種の関係機関を代表する政府高官および
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Fig. 3　タイの燃料消費と交通事故死亡率（１９９３～２００２）

Table 3　タイの年末年始期間中の交通事故に
よる犠牲者数

２００３年度２００２年度２００１年度死傷者数

６０６５８５４５４死亡者（人）

３５，２８６３４，３０３２３，７８６負傷者（人）

資料提供）負傷と飲酒関連問題防止・抑制部門。

Table 4　ソンクラム祭り期間中の交通事故に
よる犠牲者数

２００３年度２００２年度２００１年度死傷者数

５５９５６７５３０死亡者（人）

３７，７１８３８，０９８３２，０１４負傷者（人）

資料提供）負傷と飲酒関連問題防止・抑制部門。



学会の権威で構成されることになった。さらに特筆

すべきは、直接内閣に報告できる立場の副首相が同

委員会の議長を務め、さらに４省庁の４人の副大臣

が副議長を務める点である。

　同委員会またはセンターの主な任務は、それぞれ

の省庁の垣根を超えて関連するさまざまな機関の協

力活動を組織化しまとめ上げる手法により、あらゆ

る交通事故問題に対処することである。すべての関

係機関に取組みと実現を求める指令として５－Ｅ戦

略が提案された。５－Ｅとはエンジニアリング

（Ｅｎｇｉｎｅｅｒｉｎｇ）、教育（Ｅｄｕｃａｔｉｏｎ）、法執行（Ｅｎ-

ｆｏｒｃｅｍｅｎｔ）、ＥＭＳ（Ｅｍｅｒｇｅｎｃｙ Ｍｅｄｉｃａｌ Ｓｅｒｖｉｃｅｓ＝

救急医療）、評価（Ｅｖａｌｕａｔｉｏｎ）の五つの言葉の頭文

字から命名されたものである。

　この５－Ｅ戦略のもとに複数の対策が勧告され、

その中にはＧＩＳアプリケーションを利用した国内事

故データベース・システムの開発、交通安全に関す

る研究開発活動を目的とするタイ交通事故研究セン

ターの設立、「オートバイのヘッドライト常時点灯」

の義務づけ、オートバイ専用車線の導入、「事故多

発地点一掃」プログラム、「路面のくぼみゼロ」プ

ログラム、道路安全監査（Ｒｏａｄ Ｓａｆｅｔｙ Ａｕｄｉｔ）の構

想に基づく予防的対策の適用、最も物議を醸したテ

レビ・ラジオでのアルコール飲料広告の禁止措置な

どが盛り込まれていた７）。これらの対策はすべて

現内閣により承認され、内閣決議案とされた。しか

し他の多くの内閣決議案と同様、これらの対策の実

施にこぎつけるには資金あるいは予算の調達という

壁が立ちはだかるおそれがあるため、対策のすべて

が実施される保証はない。実際予算面の制約もまた、

国の交通安全問題を解決する上で大きな阻害要因と

なっており、今日にいたるまで関係機関の努力によ

り一部の対策が実施に向けて本格的に検討されてい

るだけである。検討中なのは、道路安全監査に基づ

く対策、交通事故研究センターの設立、テレビ・ラ

ジオでのアルコール飲料広告の禁止、オートバイの

ヘッドライト常時点灯の義務づけといった措置であ

る。

　道路安全監査は現在実施が進められている対策の

一つであるが、これは交通安全問題を最小限に抑え

る上で有効な、先を見越した対応を原則とする新し

い手法である。道路安全監査の理念は「予防は治療に

勝る」という原則に基づいており、ＡＵＳＴＲＯＡＤＳ ８）

の定義にもあるように、次のようなものとされる。

「将来の道路あるいは交通プロジェクト、または既

存の道路についての正式の調査であり、この調査で

はプロジェクトに関する衝突事故の可能性と安全実

施能力に関して、独立した権限を持つチームが報告

を行う」

　道路安全監査の考え方がタイにもたらされたのは

比較的最近のことなので、国内でその役割や用途が

公式にまた法的に受け入れられるのはまだこれから

のことになる。こうした実状にもかかわらず、プリ

ンス・オブ・ソンクラー大学とアジア工科大学院が

中心となった学識経験者からなる専門家グループが、

アジア交通研究センター（ＡＣＴＳ）として知られる学

術研究センターを拠点としてタイ国内での道路安全

監査に関する知識の普及に務めているが、成果は上

がっていない。彼らの試みは安全業務に携わる関係

者の間で安全監査に関する認識を持ってもらうこと

を狙いとしており、そのためにいくつかの研修講座

とワークショップが、知識の普及だけでなく、今後

道路安全監査官となる資格を持つ人材を育成するこ

とも目的として企画編成されている９） 。こうした奮

闘努力により、各関係機関はタイ国内の道路安全問

題を緩和する上で有効な、従来の手法に代わる選択

肢として交通安全監査の重要な役割を認識し始めて

いる。現在は、道路安全監査機関の設立、実施ガイ

ドライン、監査官の認定基準を、関連する法律問題

全般とともに監督する立場の国家道路安全監査委員

会を設置するための努力が進められている。

　その一方、国全体で安全業務に携わる関係者すべ

てを対象とする広範囲の研修講座やワークショップ

を実施するための予算を請求しているところである。

交通安全監査が本格的に実施されタイの交通安全問

題を緩和する上で有効な手段となることが切に望ま

れる。

　道路安全監査計画とは別に、有望と考えられてい

る取組みがＴＡＲＣ（タイ交通事故研究センター）の設

立である。ＴＡＲＣは１９９８年に運輸省が策定した交通

安全総合計画から生まれた構想である。総合計画で

は、タイにおける安全性向上の主要な制約要因の一

つとして、交通事故に関する詳細な情報と実際的な

知識が不足していることを認めており、まず事故研

究センターの設置を優先すべきニーズと捉えている。

こうして２００３年前半に、協力関係にある各方面の関

係者間でＴＡＲＣ設立に向けた合意がなされた。ＴＡ

ＲＣの設立は民間部門、公共部門に市民社会団体ま

で加わった協力関係から実現したという点で、他に

例を見ない事例となり、総額１００万米ドルに達する
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当初資金がＴＡＲＣ運営に割り当てられた。

　この資金はＴＡＲＣの設立から３年間の運営のため

に幹線道路省（３５０，０００米ドル）、ボルボ（４２０，０００米ド

ル）、タイ国グローバル道路安全パートナーシップ

（ＧＲＳＰ、２３０，０００米ドル）が共同で資金を提供した。

ＡＩＴ（アジア工科大学院）は輸送・交通関連分野にお

ける教育・研面の学術的な実績で広く知られている

ことから、活動拠点に選ばれた。

　ＴＡＲＣの主要な任務として事故調査員と研究者の

ネットワーク構築、衝突事故分析の実施、事故デー

タベース・システムの開発が不可欠とされている。

まだＴＡＲＣの活動は始まったばかりであるが、ＴＡ

ＲＣがタイにおける交通安全の向上をはかる上で成

功のカギとなることが切に望まれる。特に交通事故

の実際的な原因を突きとめると同時に事故データベ

ース・システムの不備という問題を解決する上でも

重要な役割を果たすことが期待される。

　提案されたすべての対策の中でも、最も物議を醸

したのが２００３年１０月１日から施行されたアルコール

飲料（ビール、ワイン、ウィスキーその他）のテレビ・

ラジオ広告の禁止令である。この禁止策に対しては

各方面から不満の声が上がり、意外なところでは、

アルコール飲料メーカーから多額の金銭的支援を受

けていたスポーツ関連団体もこのやり方に不満であ

った。それでも、この種の禁止策が効果を表すには長

い時間がかかるものであるから、交通事故の緩和に

及ぼす影響について吟味するのはまだ先の話である。

また、先に言及したが適切な事故データベース・シ

ステムが十分整備されていないことが、その影響の

判定を困難にする大きな要因となっている。交通安

全情報管理部（Ｋｎｏｗｌｅｄｇｅ Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ Ｕｎｉｔ） １０）と

呼称される安全関連機関が作成した出版物では次の

ように述べられているが、上記の事情に照らして考

慮すべきである。

「ＷＨＯの実施した調査によると、ＯＥＣＤ加盟国の

中ではアルコール飲料広告を禁止してる国々の死亡

率は許可している国々に比べ２３％低いことが明らか

になった。それだけでなく、禁止措置を取っている

国々では、そうでない国々に比べアルコール飲料の

消費率が１６％少なかった」

　同様の影響がタイでもあることを、特に反対勢力

に対して証明するのは関係機関にとっては依然困難

である。おそらく、広告の禁止に比べもっと簡明な

対策を検討すべきであり、そうした対策が交通事故

に対するアルコールの影響についての認識を一般の

人々に広めることになるのではないか。

　タイの路上での衝突事故全体のうちオートバイ事

故がかなりの割合を占めていることは紛れもない事

実であり、したがってここでオートバイ事故を抑制

する一連の対策について触れておくことも重要であ

ろう。２０００年の事故統計を例に取ると、交通事故で

亡くなった１１，９８８人の犠牲者のうち、約７３％に当た

る８，７５６人はオートバイ利用者であった１１） 。そこで

関係機関がいくつかの対策を検討・提出した。真っ

先に取り上げられたのが安全ヘルメット着用の義務

化であった。この対策は法制化され、１９９６年１月１

日から全国に施行されたが、残念ながら多数のオー

トバイ利用者がそれを知りつつ無視し、警察も本気

でそれを取り締まる活動を行わなかった。

　安全ヘルメット着用を義務づける努力とは別に、

比較的最近になって新たなキャンペーンが開始され

た。このキャンペーンではすべてのオートバイ利用

者に昼夜を問わず常にヘッドライトを点灯するよう

呼びかけた。このやり方はさまざまな国で昼間点灯

走行として知られている。この手法は西洋諸国で実

施されているものであるが、西洋とは全く環境の異

なるタイでこの対策が必要であるかどうかについて

議論が交わされた。異論があったのはタイに比べそ

うした西洋諸国では視界が悪く、特に冬季にそれが

ひどくなるという点であった。しかし、タイと国境

を接するマレーシアやシンガポールと似たような気

候と環境条件を持つ近隣諸国でもこの対策の効果が

認められており、すでに昼間点灯走行の実施に踏み

切っているという事実があるため、この異論は認め

られないであろう。本論文ではタイにおけるオート

バイ事故の状況について以下の項目で詳述する。

　４．タイの交通安全問題対策の提案

　先進国の経験から、交通安全の向上のためには、

人間、車両、道路および環境といった事故のすべて

の要素を含む総合的な手法が必要であることが明ら

かである。長期的に見れば、この分野で有名なハッ

ドン博士１２） が考案した「ハッドン・マトリックス」

は依然として、交通事故の発生前、発生時、発生後

という三つの事故発生の段階における三つの起因要

素を評価するための優れた枠組みを提供している。

本論文でも、Table 5でＴａｎａｂｏｒｉｂｏｏｎ１３） が提案した

マトリックスに示されるような、タイ国向けに選択

できる対策を提案するに当たりハッドン・マトリッ

クスの意義を認めこれを適用している。
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　Table 5に見られるように、衝突前（事故発生前）、

衝突時、衝突後についての対策は、道路の利用者、

車両、道路・環境という、三つの事故起因要素に取

り組むに当たり採られる、法執行、教育、キャンペ

ーン、エンジニアリング、救急医療といった手法で

構成される。本論文ではこれらの対策すべてについ

て詳述することはできないが、昼間点灯走行、交通

安全監査、事故調査センター設立を通じた事故デー

タベース・システムの開発といった一部の対策につ

いては前節で既に論述した。そこでこの節では「飲

んだら乗るな」キャンペーンおよび大衆参加プログ

ラムといった、一部の新たなカギとなる対策につい

て論及することにする。

　実施されているすべての対策の中でも最も広く知

られているのは、おそらく数年前に開始されこれま

で推進されている「飲んだら乗るな」キャンペーン

であろう。しかし、通常死傷者の発生する深刻な事

故となりがちな酒気帯び運転により引き起こされる

交通事故件数が統計上いまだに目立っているため、

その成果のほどはまだ疑問である。過去のソンクラ

ン祭りに関する最近（２００３年４月１１～１６日）の統計

では、５５９人の死亡者の内、５９％に当たる３３０人が法

定限度の５０ｍｇ％を超える血中アルコール濃度であ

ったことが判明している１４） 。このようにアルコー

ル消費の結果と見られる高い交通事故死亡率から、

複数の関係機関が着手したさまざまなキャンペーン

にもかかわらず、ここでも問題への取組みが思うよ

うな効果を上げていないことがうかがわれる。

　多くの場合、対策実施の成果が上がらないと警察

官に避難の矛先が向けられる。しかしながら、何で

も警察のせいにする前に物事は公平に見なくてはな

らない。最近の調査によると、「飲んだら乗るな」

キャンペーンが成功しない主な原因は、合法的にド

ライバーの血中アルコール濃度を検知する酒気検知

器の配備不足であることが明らかになっている。

２００２年に２６県３７４カ所の警察署に勤務する警察官に

聞き取り調査を行ったところ、それらの警察署のほ

とんどで酒気検知器の備えがなく、またこの種の対

策を実施するための十分な財政的支援も受けていな

かったことがわかった。実際、調査対象となった

３７４カ所の警察署のうち約８１％に当たる３０３カ所でこ

の装置を購入するための資金援助を全く受けていな

かった１５） 。さらに厄介なことに、タイの法律では

酒気帯び運転者を起訴できるのは、アルコール濃度

が法定限度を超えていることを示す確固たる証拠が

ある場合に限られる。ところが、タイの法律では血

中アルコール濃度を検知できるだけで、即座に結果

を印刷する機能がない通常の酒気検知器は、酒気帯

Ｄｅｃ.，２００４ＩＡＴＳＳ　Ｒｅｖｉｅｗ　Ｖｏｌ．２９，Ｎｏ．３ （　）４９
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Table 5　タイの交通安全対策についての提案（安全計画対策マトリックス）１３）

道路・環境車両道路利用者

道路エンジニアリング・プログラム
・交通安全監査
・事故多発地点への対処
・交通管理システム（例：低速促進措置）
・交通制御装置
・オートバイ車線
・路面のくぼみゼロ
・事故データベース・システム
地域社会に基づく手法
・大衆参加
・ボトムアップ手法

車両検査プログラム
・ブレーキ、照明、タイヤ
・検査機関
車両基準と改良
・公共バス
・トラック
車両の視認性
・反射性材料
・昼間点灯走行

法執行、教育、キャンペーン
・スピード違反
・アルコール摂取、薬物使用
・身体障害
・若年ドライバー
・運転免許衝突前

沿道の危険要因処理
・路上設置物の許可
・組立式設備
・衝突防壁
・緩衝物

車両および乗員のための安全機能
・保護（拘束）装置
・内装（エアバッグ）
・外装（衝突保護）
衝突コンパティビリティ
・アンダーランバー（トラック）
・ブルバー（小型トラック）

安全装置使用の遵守
・保護（拘束）具の使用（ヘルメット、
シートベルト）
・子供用保護装置（適切なチャイルドシ
ート）

衝突時

外傷治療
・救助活動
・救助チームの接近可能性
・ＥＭＳ
・リハビリプログラム

避難の容易さ
・車両関連（例：ドアの開き具合、燃料
漏れ）
・救助用具

救急救命士の技能
・応急処置、適切な初期治療
・救助の技能
・緊急時対応計画（ＥＲＰ）

衝突後



び運転者の起訴には使えないのである。他に可能性

のあるやり方としてＳＦＳＴ（標準現場飲酒検知）１６）

があり、これは特に装置を必要とせず、一部の国で

アルコールや薬物の影響を受けている運転者を摘発

するのに用いられているが、タイでは先に述べた法

律上の要件のためにこのやり方では酒気帯び運転者

を拘留することはできない。おそらく関係機関は、

上述のようなタイの事情に特に適した酒気検知器を

購入するための予算配分をさらに増額するよう政府

を説得しなければならないであろう。その結果政府

はＳＦＳＴの実施を促されることになる。ＳＦＳＴは酒

気帯び運転者を起訴する証拠として用いることはで

きないが、少なくとも運転者の酔いがさめるまで彼

らが車に乗らないように引き留め、酒気帯び運転に

よってさらに発生するおそれのある悲劇や犠牲を食

い止めるのに役立つであろう。

　さらに、特に通常よりも事故の多発する場所で交

通事故を緩和することを目的とする共通計画として、

事故多発地点対処構想の実施が挙げられる。事故多

発地点対処プログラムは事故発生の効果的な解消の

ために役立つと考えられるが、このプログラムの国

家的規模での実施にはまだ多くの障害がつきまとう。

第一に、タイでは事故多発地点の位置を突きとめる

方法がまだ客観的に決められていない。実際、「事

故多発地点」の明確な定義さえ設けられておらず、

いっそうの改善が必要な特定の場所を突きとめるこ

とがさらに困難になっている。次いで、先に述べた

ようにデータの入手と品質の問題が、事故多発地点

対処プログラムの成功を妨げ、限定的なものとする

要因となっている。データ不足という制約と事故多

発地点に対処する必要を考慮すれば、事故多発地点

の位置の確定を支援する代替手段として一般人の参

加を検討してみてもよいであろう。地域社会の人々

が自分たちのニーズを明らかにするのに最も適して

いるという考え方は理にかなっている。該当地域の

住民は、自分たちが毎日、雨、晴れ、昼夜その他さ

まざまな条件下で走る土地と道路に慣れ親しんでい

るのであるから、有益な見方を提供してくれるであ

ろう。言いかえれば、日常的な利用者は自分たちに

トラブルをもたらす道路の各部分によく通じている

のである１７） 。彼らの主体的な感じ方は特に事故デ

ータが入手できない、あるいは限定されている場合

には有益な情報となる可能性がある。したがって普

通の市民が潜在的な事故多発地点の位置を突きとめ

る上で貴重な情報源となりうる１８） 。ただし、一般

市民の参加を得て彼らの意見を収集するには、一般

市民に近づくための有効なチャネルが必要である。

現代の情報技術が一般市民の参加を可能にする莫大

な機会を生み出したことに伴い、利用可能で経済的

なチャネルとしてインターネットが考えられる１９） 。

高度な技術の採用とは別に、一般市民からの情報を

得る方法としてより単純な、しかし少しだけコスト

のかかる手法として電話による情報収集がある。４

桁の特別な電話番号をこうした目的のために設け、

潜在的な事故多発地点の位置に関する通勤者からの

電話による報告を奨励するというやり方も考えられ

る。この提案の方法は単純に思われるかもしれない

が、実行するとなると、一般市民から得られた情報

はそのまま使う訳にはいかず、その有効性を評価す

る必要があるため、言うほどたやすくはない。それ

でも、計画立案のほとんどが依然として「ボトムア

ップ」ではなく「トップダウン」で行われているタ

イでは特に、交通安全への一般市民の参加はさらに

検討する価値がある。

　５．タイにおけるオートバイ事故

　国内で利用できるあらゆる情報源から得られた交

通事故統計と関連文書を検討したところ、すべての

資料が一つの明確な事実、すなわちオートバイがタ

イ国内で最も無防備な輸送交通の形態であることを

指し示していた。タイ王室警察２０） がまとめた統計

がその事情をよく物語っており、２０００年から２００２年

までの時期に記録された交通事故に巻き込まれた全

車両のうち、Table 6に示されるように、他の交通

形態と比べてオートバイの事故が最も多数の死亡者

を出している。公衆衛生省がまとめた交通事故によ

る入院者の統計もこの事実を強調している２１） 。

国際交通安全学会誌　Ｖｏｌ．２９，Ｎｏ．３ 平成１６年１２月（　）５０

ヨッポン・タナボリブーン、タネート・サティエンナム２０６

Table 6　タイの交通事故における交通形態ごとの内訳

２００２年度２００１年度２０００年度交通形態
４，５９２４，１３５４，４６９歩行者
５３，７３２４１，２１５３７，４９８オートバイ
１，８２５１，８５２１，８３８オート３輪車
４４，０１９３８，４３７３７，４４０乗用車
２６，１１６２２，７８５２１，３７２小型トラック
３，２９１２，９７５２，４７７バン
３，８２３３，６１８３，５３３大型バス
３，２２０２，６９６２，６２４中型トラック

４，５２３３，６６８３，７８０
大型トラック
および
セミトレーラー

１，９１２４，０５１３，９２６その他
１４７，０５３１２５，４３２１１８，９５７合計

出典）タイ王室警察『交通事故統計２００３』。



Fig.4に示されるように、２００２年に交通事故のため

全国で公立病院に入院した患者は全体で１９４，２０６人

に上るが、そのうち１４２，８５２人はオートバイ利用者

であり、交通事故による入院者全体の約７５％を占め

ている。実際国内の多数の県で死亡者数でも負傷者

数でも交通事故犠牲者の大多数を占めるのがオート

バイ利用者である。例としてタイ北東部の広い県の

一つである、コンケン県で、過去３年間（２０００～

２００２年）に発生した交通事故の犠牲者に関して同県

の全公立病院がまとめた年間記録では、Table 7に

示されるように、オートバイは死亡者数でも負傷者

数でも最大数の犠牲者を出している最も事故発生度

の高い車両となっている。２００２年にはオートバイ事

故で発生した死亡者数は全体の死亡者数の約８２％を

占め、同様にオートバイ事故による負傷者数は、コ

ンケン県の病院に入院した負傷者全体のうちの約

８１％に相当する１７，９４５人に上った。このオートバイ

事故の犠牲者の憂慮すべき比率は早急に何らかの抜

本的対策が実施されなければ、引き続き増大するも

のと見られる。

　オートバイがタイで最も多くの人が利用する通勤

形態であるという事実もオートバイ事故の犠牲者が

膨大となる要因の一つである。比較的安い費用で済

むことから、オートバイは低所得層や若者による購

入・利用が可能な手頃な自動車両として真っ先に選

ばれる傾向がある。このことはタイにおける登録車

両の統計で確認することができるが、それによると

オートバイの登録台数が最も多い（２００２年時点で

６７．６％）。現在タイでは１，７００万台を超えるオート

バイが登録されている。したがって事故率に占める

オートバイの割合は最も高い。Fig.5は２００２年に登

録されている他の交通形態と比較した場合のオート

バイの登録数を示したものである２３） 。

　タイ国内を走る膨大な台数のオートバイから他に

目を転ずると、適切に運転免許の手続きがなされて

いないことと十分な運転技術がないことも、オート

バイ事故の犠牲者が多数に上る要因となっていると

思われる。Fig.6およびFig.7はバンコクおよびその

他の県で運転免許を有しているオートバイ利用者と

実際に運転教習所に通ったドライバーの割合を示し

ている。これらの統計は１９９８年から２０００年にかけて

バンコクと他に選ばれた５県で発生したオートバイ

事故について実施された調査２４）

に基づいている。Fig.6に示さ

れるように、オートバイ事故の

犠牲者のうち大半が運転免許を

持っていなかった。その上、バ

ンコクを除き各県で運転免許所

持者の数はかなり低く、かなり

の数のドライバーが依然不正に

またおそらく不適切にオートバ

イを利用していることをうかが

わせている。この事実はFig.7

に示されるようにどれだけのド

Ｄｅｃ.，２００４ＩＡＴＳＳ　Ｒｅｖｉｅｗ　Ｖｏｌ．２９，Ｎｏ．３ （　）５１

タイの交通事故 ２０７

歩行者および自転車 
21,685人　11％ 

その他 
27,422人　14%

オートバイ利用者 
142,852人　75%

資料提供）公衆衛生省。
Fig. 4　タイ国内での交通事故による入院患者の割合（２００２年）

Table 7　コンケン県における交通事故統計（２０００～２００２年）

２００２年度２００１年度２０００年度交通事故に
見舞われた
車両の種類

負傷者死亡者負傷者死亡者負傷者死亡者

％人数％人数％人数％人数％人数％人数

２．２４９３２．６８２．４４９９２．５８１．４３０１７．１３２乗用車

５．２１，１４１９．０２８５．３１，１０８１４．０４５７．２１，４９２１１．３５１小型トラック

１．３２８０２．９９１．１２２９１．６５１．６３３５４．９２２トラック

１．６３６３２．２７１．８３７２２．５８１．８３６８２．７１２バス

８１．２１７，９４５８２．１２５６７６．６１６，１３５６５．２２１０８０．４１６，７１８６６．９３０１オートバイ

８．５１，８７３１．９４１２．９２，７１５１４．３４６７．６１，５７６７．１３２その他

１００２２，０９５１００３１２１００２１，０５８１００３２２１００２０，７９０１００４５０合計

出典）コンケン県公衆衛生局から公衆衛生省に提出された２００２年度年次報告書。

セダン　2,651,399台（10.8%） 

その他　 
290,053台（1.2%） 

マイクロバスと 
小型トラック 
608,071台 
（2.5%） 

オートバイ　 
16,581,174台（67.6%） 

バス 
111,542台 
（0.5%） 

トラック　 
689,512台（2.8%） 

小型バス　21,838台（0.1%） 

原動機なし　 
20,150台（0.1%） 

バンと小型トラック 
3,543,511台（14.5%） 

資料提供）国土交通省。
Fig. 5　タイで登録されている車両の台数



ライバーが適切な訓練を経て運転技術を習得してい

るかにより裏付けられる。これによると、ほとんど

のタイのオートバイ利用者は適切な訓練を受けるこ

となく、自力でどうにか運転を覚えていることが明

らかである。したがって、こうしたドライバーは十

分な運転技術を持たない可能性があり、事故を起こ

しやすいものと考えられる。

　負傷の度合いを軽減する、あるいはオートバイ事

故の犠牲者をできるだけ少なくするのに、簡単な防

護策を一つ挙げるなら安全ヘルメットの着用がよい

のだが、残念なことに多くのタイのオートバイ利用

者は依然としてヘルメットを着用せずにわざわざ危

険を冒している。Fig.8は先に述べた調査で明らか

になった、バンコクとその他の県におけるヘルメッ

ト着用と非着用を比較した割合を示す２４）。図から

明らかなように、バンコクにおけるオートバイの全

利用者のうち運転時にヘルメットを着用する割合は

７８％にとどまり、夜間になるとこの割合はさらに大

幅にダウンしている。その他の県における都市のオ

ートバイ利用者にも同様にヘルメット着用を無視す

る傾向が見られ、これらの地域ではヘルメットを着

用するドライバーはたったの３２％しかなく、しかも

警察官が取締りを行わなくなる夜間になるとさらに

わずか９％へと大幅に着用者の割合が減少した。安

全ヘルメット着用を無視する傾向はコンケン県で実

施された別の調査でも裏付けられた。それによると、

同県で交通事故に遭遇したオートバイ利用者のうち

７７％がヘルメットを着用していなかった２５） 。さら

に重要なことだが、ヘルメットを着用せずに事故に

巻き込まれたドライバーは事故時にヘルメットを着

用していたドライバーに比べて、負傷の強度率がほ

ぼ７倍にもなりうるリスクを冒している２５） 。さら

にFig.9に示されるように、ドライバーが着用する

ヘルメットのタイプを調べてみると２４） 、タイのか

なりのオートバイ利用者がバンコクでも他の県でも

タイ工業規格に準拠する適切なヘルメットを使用し

ていないという、憂慮すべき事実が明らかになった。

概してドライバーは警察官に自分たちが法律を守っ

ていることを見せるためにヘルメットをどのような

ものでもよいから着用しており、事故発生時にそう

したヘルメットが自分たちの頭部を守るのに役立つ

かどうかあまり考えていない。彼らが自分自身の安

全よりも警察官の取締りの方を恐れているように思

われるのは大変遺憾である。関係当局者にとって、

法を守らせるだけでなく、安全についての認識を一

般市民の間に育てること、また特にドライバーの間

でヘルメットのような単純な防護具の適切な使用に

対する正しい姿勢を植え付けることが、非常に困難

な課題として前途に待ち受けていることは間違いな

い。

　オートバイ事故に関連する要因とリスク因子の中

でも、最も重大な要因は酒気帯び運転である。さま

ざまな調査研究１０，２４，２５）の結果、酒気帯び運転のド

ライバーはそうでないオートバイ利用者に比べ重大

国際交通安全学会誌　Ｖｏｌ．２９，Ｎｏ．３ 平成１６年１２月（　）５２

ヨッポン・タナボリブーン、タネート・サティエンナム２０８

無免許 免許所持者 不明 
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Fig. 6　バンコクおよびその他の県における運転免許所持者
数２４）
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な事故に直面するリスクが高いという同様の事実が

明らかになっている。たとえばコンケン県では、オ

ートバイ事故犠牲者の約３分の１が酒気帯び運転で

あることがわかった。さらに、その負傷の強度率は

酒気を帯びていないドライバーに比べ５倍にも上

る２５） 。こうした重傷者には、特に入院費用、機会

費用、人的損失など、全般的な経済的損失がさらに

のしかかることになる。オートバイ利用者はアルコ

ールの影響がない場合でさえすでに、本来的に事故

を起こしやすいリスクを背負っているのであるから、

酒気帯び運転をあらゆる手を尽くして路上から排除

しなくてはならないことは自明である。

　タイ国のオートバイの販売台数が伸び続けている

限り、オートバイ事故が増え続けることになると言

っても、悲観的過ぎるということにはならないであ

ろう。オートバイの台数あるいはその利用率を抑制

することは不可能であろうと思われるが、この特定

の無防備な路上走行車のグループに対し発生しうる

潜在的な危険要因を最小限に抑えることは可能であ

る。本論ではオートバイ事故がもたらす損失を最小

限に抑えるため選択可能な手法として以下の対策と

行動を強く推奨する。

・オートバイメーカーは安全ヘルメットをオートバ

イの付属品として追加費用が発生しないように提供

する。

・関係当局は、地域、教育、研究の各機関に、でき

るだけ廉価な費用でタイ国の条件に適合し、さらに

タイ工業規格に準拠する適切なヘルメットを設計す

るよう奨励する。

・警察関係者はヘルメット着用を怠っているドライ

バーに無料のヘルメットを提供し、その代わり可能

な限り高額の罰金を課して、徴収した罰金でさらに

多くのヘルメットを購入できるという仕組みを考え

る。

・上記と同様に、このやり方を規格より品質の悪い

ヘルメットを着用しているドライバーにも適用する。

・教育施設だけでなく、あらゆる公共施設が適切な

ヘルメットを着用していないオートバイ利用者が各

施設内に入場できないようにする。

・関係機関が運転免許を交付する前にオートバイ利

用者に適切な訓練を実施する自動車教習所／センタ

ーを設立する。

・オートバイ利用者、特に若いドライバー向けに血

中アルコール濃度の法定限度を引き下げるべく限度

値の見直しをはかる。

　これらすべての対策がすべての関係機関で将来の

実施を念頭に置いて検討されることを切に望むもの

であり、これらの対策が実施されればオートバイ事

故はかなりの程度抑えることができるであろう。

　６．結論

　多数の経済指標から、タイ経済は今後少なくとも

数年間は成長し続けることが示されている。しかし

ながら、過去にタイが既に経験しているように、経

済成長に伴って生ずる交通事故への悪影響が予想さ

れる。国中で車両、特にオートバイの台数が増大す

ることが予測され、交通事故の犠牲者がさらに増え、

特に事故による負傷者の治療費などの増大で莫大な

経済的損失につながるものと考えられる。したがっ

て、この重大な社会問題に取り組み、同時にこの長

期にわたる、終わりがないとさえ思われる戦いのた

めに必要なあらゆる対策を迅速に実行に移すことは、

すべての当事者にとって依然として困難な課題であ

り続けるのである。

　現政権がこの交通事故との戦いを最優先事項の一

つとしていることは喜ばしいことである。　

　現行の国家安全委員会が引き続き特別委員会とし

て活動していくことになるとしても、その国家的な

交通安全問題を解決しようとする積極的な役割と熱

意に満ちた努力は、政府からの財政的支援を確保す

るその能力と相まって、「苦難の向こう側に見える

光明」と目されるものである。それでもなお、この

長期にわたる交通事故との戦いで勝利を収められる

かどうかは、計画を現実の行動に変えられるかどう

かにかかっている。言いかえれば、カギとなるのは

提案されたすべての対策を首尾良く実行に移せるか

どうかである。
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Ｌ：ｈｔｔｐ／／２０３．１５７．１９．１９１／Ｐｌａ ３‐３．ｈｔｍｌ， ｉｎ 

Ｔｈａｉ， Ａｃｃｅｓｓｅｄ ｏｎ ３０ Ｎｏｖｅｍｂｅｒ ２００３

２２）Ｋｈｏｎ Ｋａｅｎ Ｐｒｏｖｉｎｃｉａｌ Ｐｕｂｌｉｃ Ｈｅａｌｔｈ Ｏｆｆｉｃｅ：

Ａｎｎｕａｌ Ａｃｃｉｄｅｎｔ Ｒｅｐｏｒｔ ２００２， Ｋｈｏｎ Ｋａｅｎ， ｉｎ 

Ｔｈａｉ， ２００３

２３）Ｄｅｐａｒｔｍｅｎｔ ｏｆ Ｌａｎｄ Ｔｒａｎｓｐｏｒｔ， Ｒｏａｄ Ｔｒａｎｓ-

ｐｏｒｔ  Ｓｔａｔｉｓｔｉｃｓ ｉｎ Ｔｈａｉｌａｎｄ， Ｌａｎｄ Ｔｒａｎｓｐｏｒｔ 

Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ Ｂｕｒｅａｕ， Ｓｔａｔｉｓｔｉｃｓ Ｓｕｂ Ｄｉｖｉ-

ｓｉｏｎ， ｉｎ Ｔｈａｉ， ２００２

２４）Ｋａｓａｎｔｉｋｕｌ， Ｖ．：Ｍｏｔｏｒｃｙｃｌｅ Ａｃｃｉｄｅｎｔ Ｃａｕｓａ-

ｔｉｏｎ ａｎｄ Ｉｄｅｎｔｉｆｉｃａｔｉｏｎ ｏｆ Ｃｏｕｎｔｅｒｍｅａｓｕｒｅｓ ｉｎ 

Ｔｈａｉｌａｎｄ， Ｅｘｅｃｕｔｉｖｅ Ｓｕｍｍａｒｙ， Ｒｅｓｅａｒｃｈ 

Ｒｅｐｏｒｔ ｓｕｂｍｉｔｔｅｄ ｔｏ ＡＰ Ｈｏｎｄａ Ｃｏ．， Ｌｔｄ．， ｉｎ 

Ｔｈａｉ， ２００１

２５）Ｉａｍｔｒａｋｕｌ， Ｉ．， ｅｔ ａｌ．：Ａｎａｌｙｓｉｓ ｏｆ Ｍｏｔｏｒｃｙｃｌｅ 

Ａｃｃｉｄｅｎｔｓ ｉｎ Ｄｅｖｅｌｏｐｉｎｇ Ｃｏｕｎｔｒｉｅｓ： Ａ Ｃａｓｅ 

Ｓｔｕｄｙ ｏｆ Ｋｈｏｎ Ｋａｅｎ， Ｔｈａｉｌａｎｄ， Ｊｏｕｒｎａｌ ｏｆ 

ｔｈｅ Ｅａｓｔｅｒｎ Ａｓｉａ Ｓｏｃｉｅｔｙ ｆｏｒ Ｔｒａｎｓｐｏｒｔａｔｉｏｎ 

Ｓｔｕｄｉｅｓ， Ｖｏｌ． ５， ｐｐ．１４７‐１６２， ２００３
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